
以下の項⽬について、掲⽰事項に記載されている内容を⾃院の管理するホームページにも記載すること。 
※⾃院ホームページへの掲載が必要で、経過措置の対象となっていたもののみ抜粋。 

no 項⽬ 掲⽰事項 

1 
A000 初診料  
 医療ＤＸ推進体制整備加算  

医療ＤＸ推進の体制に関する事項及び質の⾼い診療を実施するための⼗分な情報を取得・活⽤して診
療を⾏うことについて、当該保険医療機関の⾒やすい場所に掲⽰していること。  
具体的には次に掲げる事項を掲⽰していること。  
ア 医師等が診療を実施する診察室等において、オンライン資格確認等システムにより取得した診療  

情報等を活⽤して診療を実施している保険医療機関であること。 
イ マイナ保険証を促進する等、医療ＤＸを通じて質の⾼い医療を提供できるよう取り組んでいる保 

険医療機関であること。  
ウ 電⼦処⽅箋の発⾏及び電⼦カルテ情報共有サービスなどの医療ＤＸにかかる取組を実施している 

保険医療機関であること。  

2 
A000 初診料 医療情報取得加算 
A001 再診料 医療情報取得加算 
A002 外来診療料 医療情報取得加算 

次に掲げる事項について、当該保険医療機関の⾒やすい場所に掲⽰していること。  
ア オンライン資格確認を⾏う体制を有していること。  
イ 当該保険医療機関を受診した患者に対し、受診歴、薬剤情報、特定健診情報その他必要な診療情 

報を取得・活⽤して診療を⾏うこと。  

3 
A001 再診料 
 地域包括診療加算  

次に掲げる事項を院内の⾒やすい場所に掲⽰していること。  
ア 健康相談及び予防接種に係る相談を実施していること。  
イ 当該保険医療機関に通院する患者について、介護⽀援専⾨員（介護保険法第７条第５項に規定す 

るものをいう。以下同じ。）及び相談⽀援専⾨員（障害者の⽇常⽣活及び社会⽣活を総合的に⽀援
するための法律に基づく指定計画相談⽀援の事業の⼈員及び運営に関する基準第３条に規定するも
のをいう。以下同じ。）からの相談に適切に対応することが可能であること。  

ウ 患者の状態に応じ、28 ⽇以上の⻑期の投薬を⾏うこと⼜はリフィル処⽅箋を交付することにつ
いて、当該対応が可能であること。 



4 A243 後発医薬品使⽤体制加算 

ア ⼊院及び外来において後発医薬品（ジェネリック医薬品）の使⽤に積極的に取り組んでいる旨を
当該保険医療機関の⼊院受付、外来受付及び⽀払窓⼝の⾒やすい場所に掲⽰していること。  

イ 医薬品の供給が不⾜した場合に、医薬品の処⽅等の変更等に関して適切な対応ができる体制が整
備されていること。  

ウ イの体制に関する事項並びに医薬品の供給状況によって投与する薬剤が変更となる可能性がある
こと及び変更する場合には患者に⼗分に説明することについて、当該保険医療機関の⾒やすい場所
に掲⽰していること。  

5 A243-2 バイオ後続品使⽤体制加算  
⼊院及び外来においてバイオ後続品の導⼊に関する説明を積極的に⾏っている旨を当該保険医療機関
の⾒やすい場所に掲⽰するとともに、原則としてウェブサイトに掲載していること。 

6 A253 協⼒対象施設⼊所者⼊院加算 
介護保険施設等に協⼒医療機関として定められており、当該介護保険施設等において療養を⾏ってい
る患者の病状の急変等に対応すること及び当該介護保険施設等の名称について、当該保険医療機関の
⾒やすい場所に掲⽰していること。  

7 
B001・22 がん性疼痛緩和指導管理料 
 難治性がん性疼痛緩和指導管理加算 

がん性疼痛の症状緩和を⽬的とした放射線治療及び神経ブロックをがん患者に提供できる体制につい
て、当該保険医療機関の⾒やすい場所に掲⽰していること。  

8 B001-2-5 院内トリアージ実施料 
患者に対して、院内トリアージの実施について説明を⾏い、院内の⾒やすい場所への掲⽰等により周
知を⾏っていること。  

9 B001-2-9 地域包括診療料 

次に掲げる事項を院内の⾒やすい場所に掲⽰していること。  
ア 健康相談及び予防接種に係る相談を実施している旨を院内掲⽰していること。 
イ 当該保険医療機関に通院する患者について、介護⽀援専⾨員及び相談⽀援専⾨員からの相談に適 

切に対応することが可能であること。  
ウ 患者の状態に応じ、28 ⽇以上の⻑期の投薬を⾏うこと⼜はリフィル処⽅箋を交付することにつ  

いて、当該対応が可能であること。 



10 B001-2-11 ⼩児かかりつけ診療料 

⼩児かかりつけ診療料の算定に当たっては、以下の指導等を⾏うこと。  
ア 急性疾患を発症した際の対応の仕⽅や、アトピー性⽪膚炎、喘息その他乳幼児期に頻繁にみられ 

る慢性疾患の管理等について、かかりつけ医として療養上必要な指導及び診療を⾏うこと。  
イ 他の保険医療機関との連携及びオンライン資格確認を活⽤して、患者が受診している医療機関を 

全て把握するとともに、必要に応じて専⾨的な医療を要する際の紹介等を⾏うこと。  
ウ 患者について、健康診査の受診状況及び受診結果を把握するとともに、発達段階に応じた助⾔・ 

指導を⾏い、保護者からの健康相談に応じること。  
エ 患者について、予防接種の実施状況を把握するとともに、予防接種の有効性・安全性に関する指 

導やスケジュール管理等に関する指導を⾏うこと。  
オ 発達障害の疑いがある患者について、診療及び保護者からの相談に対応するとともに、必要に応 

じて専⾨的な医療を要する際の紹介等を⾏うこと。  
カ 不適切な養育にも繋がりうる育児不安等の相談に適切に対応すること。  
キ かかりつけ医として、上記アからカまでに掲げる指導等を⾏う旨を患者に対して書⾯（別紙様式 

10 を参考とし、各医療機関において作成すること。）を交付して説明し、同意を得ること。また、
⼩児かかりつけ医として上記アからカまでに掲げる指導等を⾏っている旨を、当該保険医療機関の
外来受付等の⾒やすい場所及びホームページ等に掲⽰していること。  



11 B001-2-12 外来腫瘍化学療法診療料１  

ア 外来腫瘍化学療法診療料３の届出を⾏っている他の保険医療機関において外来化学療法を実施し
ている患者が、緊急時に当該保険医療機関に受診できる体制を確保している場合については、連携
する保険医療機関の名称等をあらかじめ地⽅厚⽣(⽀)局⻑に届け出ていること。また、連携する保
険医療機関の名称等については、当該保険医療機関の⾒やすい場所に掲⽰していること。  

イ ①、②及び③に係る対応を⾏っていることについて、当該保険医療機関の⾒やすい場所に掲⽰し
ていること。  
① 専任の医師、看護師⼜は薬剤師が院内に常時１⼈以上配置され、本診療料を算定している患者 

から電話等による緊急の相談等に 24 時間対応できる連絡体制が整備されていること。  
② 急変時等の緊急時に当該患者が⼊院できる体制が確保されていること⼜は他の保険医療機関と  

の連携により緊急時に当該患者が⼊院できる体制が整備されていること。  
③ 実施される化学療法のレジメン（治療内容）の妥当性を評価し、承認する委員会を開催してい 

ること。当該委員会は、化学療法に携わる各診療科の医師の代表者（代表者数は、複数診療科の
場合は、それぞれの診療科で１名以上（１診療科の場合は、）名以上）の代表者であるこ
と。）、業務に携わる看護師、薬剤師及び必要に応じてその他の職種から構成されるもので、少
なくとも年１回開催されるものとする。 

12 B001-2-12 外来腫瘍化学療法診療料３ 

当該保険医療機関において外来化学療法を実施する患者に対して、外来腫瘍化学療法診療料１の届出
を⾏っている他の保険医療機関との連携により、緊急時に有害事象等の診療ができる連携体制を確保
していること。また、当該他の連携する医療機関の名称等については、あらかじめ地⽅厚⽣(⽀)局⻑
に届出を⾏い、かつ、その情報を当該保険医療機関の⾒やすい場所に掲⽰していること。  

13 B005-4 ハイリスク妊産婦共同管理料 
ハイリスク妊産婦共同管理を共同で⾏う保険医療機関の名称、住所及び電話番号を当該保険医療機関
の⾒やすい場所に掲⽰していること。 



14 
C000 往診料 
 介護保険施設等連携往診加算 

介護保険施設等に協⼒医療機関として定められており、当該介護保険施設等において療養を⾏ってい
る患者の病状の急変等に対応すること及び協⼒医療機関として定められている介護保険施設等の名称
について、当該保険医療機関の⾒やすい場所及びホームページ等に掲⽰していること。なお、当該カ
ンファレンスは、ビデオ通話が可能な機器を⽤いて実施しても差し⽀えない。 

15 

C001 在宅患者訪問診療料(Ⅰ) 
 在宅医療ＤＸ情報活⽤加算 
C001-2 在宅患者訪問診療料(Ⅱ) 
 在宅医療ＤＸ情報活⽤加算  
C003 在宅がん医療総合診療料 
 在宅医療ＤＸ情報活⽤加算  

医療ＤＸ推進の体制に関する事項及び質の⾼い診療を実施するための⼗分な情報を取得・活⽤して診
療を⾏うことについて、当該保険医療機関の⾒やすい場所に掲⽰していること。  
具体的には次に掲げる事項を掲⽰していること。  
ア 医師が居宅同意取得型のオンライン資格確認等システムにより取得した診療情報等を活⽤して、 

計画的な医学管理の下に、訪問して診療を実施している保険医療機関であること。  
イ マイナ保険証の利⽤を促進する等、医療ＤＸを通じて質の⾼い医療を提供できるよう取り組んで 

いる保険医療機関であること。  
ウ 電⼦処⽅箋の発⾏及び電⼦カルテ情報共有サービスなどの医療ＤＸにかかる取組を実施している 

保険医療機関であること。  

16 
C002 在宅時医学総合管理料及び C002-2 
施設⼊居時等医学総合管理料 
 在宅医療情報連携加算  

以下に規定する連携体制を構築していること及び実際に患者の情報を共有している実績のある連携機
関の名称等について、当該保険医療機関の⾒やすい場所に掲⽰していること。  
在宅での療養を⾏っている患者の診療情報等について、在宅医療情報連携加算⼜は在宅⻭科医療情報
連携加算を算定する保険医療機関と連携する他の保険医療機関、介護保険法に定める居宅サービス事
業者、地域密着型サービス事業者、居宅介護⽀援事業者若しくは施設サービス事業者⼜は障害者の⽇
常⽣活及び社会⽣活を総合的に⽀援するための法律に基づく指定特定相談⽀援事業者若しくは児童福
祉法に基づく指定障害児相談⽀援事業者等（以下「連携機関」という。）とＩＣＴを⽤いて共有し、
当該情報について常に確認できる体制を有している医療機関であること。 



17 

C005 在宅患者訪問看護・指導料及び
C005-1-2 同⼀建物居住者訪問看護・指導
料  
 訪問看護医療ＤＸ情報活⽤加算  

医療ＤＸ推進の体制に関する事項及び質の⾼い訪問看護を実施するための⼗分な情報を取得・活⽤し
て訪問看護を⾏うことについて、当該保険医療機関の⾒やすい場所に掲⽰していること。具体的に
は、次に掲げる事項を掲⽰していること。  
ア 看護師等が居宅同意取得型のオンライン資格確認等システムにより取得した診療情報等を活⽤し 

て訪問看護・指導を実施している保険医療機関であること。  
イ マイナ保険証の利⽤を促進する等、医療ＤＸを通じて質の⾼い医療を提供できるよう取組を実施 

している保険医療機関であること。 

18 D282-3 コンタクトレンズ検査料 

次に掲げる事項を内容とするコンタクトレンズ検査料を含む診療に係る費⽤について、保険医療機関
の外来受付（複数診療科を有する場合は、コンタクトレンズに係る診療を⾏う診療科の外来受付）及
び⽀払窓⼝の分かりやすい場所に掲⽰すること。  
ア 初診料及び再診料（許可病床のうち⼀般病床に係るものの数が 200 以上の保険医療機関にあって 

は外来診療料）の点数 当該保険医療機関⼜は当該保険医療機関と特別の関係にある保険医療機関に
おいて過去にコンタクトレンズ検査料が算定されている場合には、再診料を算定する旨  

イ 当該保険医療機関において算定するコンタクトレンズ検査料の区分の点数 
当該診療⽇にコンタクトレンズ診療を⾏っている医師の⽒名及び眼科診療経験  

ウ 以上の項⽬について、患者の求めがあった場合には、説明を⾏う旨 

19 
F100 処⽅料 
 外来後発医薬品使⽤体制加算 

ア 後発医薬品（ジェネリック医薬品）の使⽤に積極的に取り組んでいる旨を当該保険医療機関の受 
付及び⽀払窓⼝の⾒やすい場所に掲⽰していること。  

イ 医薬品の供給が不⾜した場合に、医薬品の処⽅等の変更等に関して適切な対応ができる体制が整 
備されていること。 

ウ イの体制に関する事項並びに医薬品の供給状況によって投与する薬剤が変更となる可能性がある 
こと及び変更する場合には患者に⼗分に説明することについて、当該保険医療機関の⾒やすい場所
に掲⽰していること。 



20 
F400 処⽅箋料 
  ⼀般名処⽅加算 

医薬品の供給状況や、令和６年 10 ⽉より⻑期収載品について医療上の必要性があると認められない
場合に患者の希望を踏まえ処⽅等した場合は選定療養となること等を踏まえつつ、⼀般名処⽅の趣旨
を患者に⼗分に説明することについて、当該保険医療機関の⾒やすい場所に掲⽰していること。 

21 
I012 精神科訪問看護・指導料 
 訪問看護医療ＤＸ情報活⽤加算 

医療ＤＸ推進の体制に関する事項及び質の⾼い訪問看護を実施するための⼗分な情報を取得・活⽤し
て訪問看護を⾏うことについて、当該保険医療機関の⾒やすい場所に掲⽰していること。具体的に
は、次に掲げる事項を掲⽰していること。 
ア 看護師等が居宅同意取得型のオンライン資格確認等システムにより取得した診療情報等を活⽤し 

て訪問看護・指導を実施している保険医療機関であること。  
イ マイナ保険証の利⽤を促進する等、医療ＤＸを通じて質の⾼い医療を提供できるよう取り組んで 

いる保険医療機関であること。 

22 K ⼿術通則に関する事項 
⼿術通則の 5 及び 6 の⼿術について、区分ごとに前年（１⽉から 12 ⽉まで）の⼿術件数を院内掲⽰
すること。※保険診療の⼿引 2024 年 6 ⽉版の P1453 参照 

 


